
株主各位

第71回定時株主総会招集ご通知

インターネット開示事項

連結注記表

個別注記表

（2019年４月１日～2020年３月31日）

白銅株式会社

第71回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記
表並びに計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　www.hakudo.co.jp）に掲載す
ることにより株主のみなさまに提供しております。

表紙



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1）連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の状況

　・連結子会社の数　　　　　　　　３社
　・連結子会社の名称　　　　　　　上海白銅精密材料有限公司
　　　　　　　　　　　　　　　　　Hakudo(Thailand)Co., Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　　高瀬アルミ株式会社（現:株式会社AQR)

　(2）連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
上海白銅精密材料有限公司 12月31日　＊１
Hakudo(Thailand)Co., Ltd. 12月31日　＊２
＊１：連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

 

＊２：連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。

　当連結会計年度より、連結子会社の高瀬アルミ株式会社（現:株式会社AQR）は、決算日を12月31日から３月31日に変更し
ております。
　この決算期変更に伴い、当連結会計年度において、2019年１月１日から2020年３月31日までの15カ月間を連結しており
ます。なお、2019年１月１日から2019年３月31日までの売上高は408,817千円、営業利益は△8,669千円、経常利益は△10,559
千円、税金等調整前当期純利益は△7,715千円であります。

　(3）会計方針に関する事項
　　①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券
その他有価証券

 

　　　・時価のあるもの　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

　　　・時価のないもの　　　　　移動平均法に基づく原価法

　ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　　　　　　時価法

　ハ．たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

　　②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　イ．有形固定資産 当社は、定率法を採用し、連結子会社は、所在地国の法令に基づく定額法によっております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によって
おります。
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　　ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。

　　③　重要な引当金の計上基準
 

　　イ．貸倒引当金　　　　　　　　売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　　ハ．役員賞与引当金　　　　　　役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　　④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建の金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
　在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　　⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　イ．退職給付に係る会計処理の
　　　　方法

従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産に基づ
き、必要と認められる額を計上しております。

　　ロ．消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 10,587,739千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　(1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,343千株 －千株 －千株 11,343千株

　(2）剰余金の配当に関する事項
　　①　配当金支払額等

　　2019年５月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項
　　・配当金の総額 873,334千円
　　・１株当たり配当額 77円
　　・基準日 2019年３月31日
　　・効力発生日 2019年６月28日
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　　②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　　2020年５月13日開催の取締役会において、次のとおり決議いたしました。

　　・配当金の総額 657,833千円
　　・配当の原資 利益剰余金
　　・１株当たり配当額 58円
　　・基準日 2020年３月31日
　　・効力発生日 2020年６月29日

４．金融商品に関する注記
　(1）金融商品の状況に関する事項

　　①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、原則として資金運用は短期的な預金等にしており、資金調達は銀行借入による方法にしております。デリバ
ティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針としております。

　　②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクがあります。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業
債権は、為替の変動リスクがあります。原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクがあります。
　支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、
為替の変動リスクがあります。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約であります。

　　③　金融商品に係るリスク管理体制
　　イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、販売先与信・利益調査要領に従い、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理
するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売先
与信・利益調査要領に準じて、同様の管理を行っております。

　　ロ．市場リスク(為替等の変動リスク)の管理
　当社は、外貨建の営業債権について、通貨別に把握された為替リスクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジ
しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取締役会に報告しており、保有状
況を継続的に見直しております。

　　ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画書を作成・更新しております。手元資金枠設定要領に従い、
手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、当社の手元資金枠設定要領に準じて、
同様の管理を行っております。

　　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。
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　(2）金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握
することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 4,968,512 4,968,512 －

(2）受取手形及び売掛金 10,779,824 10,779,824 －

(3）電子記録債権 1,753,356 1,753,356 －

(4）投資有価証券 196,518 196,518 －

資産計 17,698,212 17,698,212 －

(1）支払手形及び買掛金 6,773,693 6,773,693 －

(2）電子記録債務 6,736,223 6,736,223 －

(3）未払法人税等 210,227 210,227 －

負債計 13,720,144 13,720,144 －

デリバティブ取引（*） (67) (67) －
（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で負債となる項目については（　）で示しております。
(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
(4）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の終値によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、
連結注記表の「１．(3）会計方針に関する事項　①　重要な資産の評価基準及び評価方法 イ.有価証券」をご参照ください。

負　債
(1）支払手形及び買掛金、(2）電子記録債務、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
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(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式（※1） 170,981

長期預り保証金（※2） 14,650
 

（※1）市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価を把
握することが極めて困難と認められるものであるため、上表には含めておりません。

 

（※2）市場価格がなく、かつ実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ること
が極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記
　(1）１株当たり純資産額 1,506円03銭
　(2）１株当たり当期純利益 101円27銭
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1）有価証券の評価基準及び評価方法
　①　子会社株式　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

　②　その他有価証券
 

　　　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

　　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

　③　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ　　　　　　　　時価法

　(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
　　・商品及び製品　　　　　　　　総平均法
　　・原材料及び貯蔵品　　　　　　最終仕入原価法

　(3）固定資産の減価償却の方法
　①　有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によって
おります。

　②　無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。

　(4）引当金の計上基準
 

　①　貸倒引当金　　　　　　　　　売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　③　役員賞与引当金　　　　　　　役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務及び年金資産に基づき、必
　　

 

　（前払年金費用）　　　　　　要と認められる額を計上しております。

(5）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建の金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
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　(6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
　(1）有形固定資産の減価償却累計額 10,224,671千円

　(2）関係会社に対する短期金銭債権
　売掛金
　電子記録債権
　その他

172,336千円
96,358千円

200,000千円
　(3) 関係会社に対する短期金銭債務

　買掛金 184千円

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

　売上高
　売上原価
　受取利息

796,097千円
616千円

1,695千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び総数

　普通株式 1,338株
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５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産
未払事業税否認 14,773千円
減価償却超過額 82,589
賞与引当金 81,527
端材商品評価減 128,677
関係会社出資金評価損 207,834
その他 90,706

繰延税金資産小計 606,110千円
評価性引当額 △247,932
繰延税金資産合計 358,177千円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △16,876
その他有価証券評価差額金 △25,612
その他 △16,174

繰延税金負債合計 △58,664千円
繰延税金資産の純額 299,512千円

６．関連当事者との取引に関する注記
子会社

属 性 会社等の名称 資 本 金 又 は
出 資 金

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等の所有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容
取引の内容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 上海白銅精密材
料有限公司

16,490
千USD

非 鉄 金 属
加 工 販 売 100.0 0名

当 社 よ り
商 品 及 び
原 材 料 仕
入

非鉄金属販売　(注１) 238,801 売 掛 金 36,621

子会社
Hakudo
(Thailand)
Co., Ltd.

60,000
千THB

非 鉄 金 属
加 工 販 売 99.9 0名

当 社 よ り
商 品 及 び
原 材 料 仕
入

非鉄金属販売　(注１) 339,010 売 掛 金 115,814

子会社
高 瀬 ア ル ミ 株
式会社（現:株式
会社AQR)

35,000
千円

非 鉄 金 属
加 工 販 売 100.0 1名

当 社 よ り
商 品 及 び
原 材 料 仕
入
当 社 へ の
商 品 及 び
原 材 料 販
売

非鉄金属販売　(注１) 218,285
売 掛 金 19,901

電 子 記 録 債 権 96,358

非鉄金属購入　(注１) 616 買 掛 金 184

資 金 の 貸 付
利息の受取　(注２)

200,000

1,695

そ の 他 流 動 資 産 200,000

（注１）市況を勘案して取引条件を決定しております。
（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
(1）１株当たり純資産額 1,500円29銭
(2）１株当たり当期純利益 105円45銭
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